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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等          

売上高 （百万円） 40,439 36,285 35,702 90,747 81,165 

経常利益 （百万円） 1,071 1,199 1,017 3,961 3,423 

中間（当期）純利益 （百万円） 498 917 479 1,950 2,013 

純資産額 （百万円） 19,238 22,243 22,989 21,722 23,134 

総資産額 （百万円） 81,922 81,759 91,934 81,595 91,211 

１株当たり純資産額 （円） 447.24 498.59 515.40 486.97 518.53 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 11.96 20.62 10.79 43.88 45.26 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額 

（円） 11.60 － － 43.11 － 

自己資本比率 （％） 23.48 27.12 24.92 26.62 25.27 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 2,715 238 △6,264 6,528 △4,058 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △48 1,467 15 15 949 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △4,066 △3,747 4,837 △5,940 4,080 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 9,986 9,947 11,549 11,989 12,961 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者

数］ 

（人） 
1,157 

[206] 

1,099 

[229]

1,111 

[226]

1,096 

[221] 

1,091 

[229]

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第66期中、第66期、第67期中は潜在株式が

存在しないため記載していない。 

３．純資産額の算定にあたり、第66期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社における異動もない。  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等          

売上高 （百万円） 35,574 31,803 32,590 76,088 71,034 

経常利益 （百万円） 1,455 1,402 1,287 3,020 3,589 

中間（当期）純利益 （百万円） 788 1,095 676 1,599 2,226 

資本金 （百万円） 6,422 6,808 6,808 6,808 6,808 

発行済株式総数 （千株） 43,124 44,607 44,607 44,607 44,607 

純資産額 （百万円） 18,232 20,716 21,687 20,077 21,634 

総資産額 （百万円） 67,476 64,773 70,938 66,013 69,922 

１株当たり純資産額 （円） 423.87 465.81 487.82 450.18 486.53 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 18.89 24.64 15.21 35.93 50.06 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額 

（円） 18.33 － － 35.30 － 

１株当たり配当額 （円） 5.00 5.00 5.50 10.00 11.00 

自己資本比率 （％） 27.02 31.98 30.57 30.41 30.94 

従業員数 （人） 881 829 820 848 815 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。  

  なお、持分法適用関連会社である小原興業株式会社は、平成19年９月15日に民事再生計画の認可決定が確定したこと

に伴い、同年10月25日に100％無償減資並びに再生支援スポンサー等に対する第三者割当増資を行っており、現在は当

社の関連会社ではない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、労働組合法による労働組合は結成されていない。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 919 [140] 

不動産事業等 119 [86] 

全社（共通） 73 [－] 

合計 1,111 [226] 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 820 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益が高水準で推移し、景気回復の牽引役である民間設備

投資が引き続き増加基調であることに加え、雇用所得環境の改善により個人消費が底堅く推移したこと等から、

内外需要が増加する中で緩やかな拡大が続いた。 

  建設業界においては、好調な企業収益を背景に、商業施設やオフィス等の建設需要が堅調に推移したが、建築

基準法改正の影響により住宅投資が大幅減となったほか、公共投資が引き続き減少する中ダンピングが常態化し

たこともあり、市場全体としては厳しい状況が続いた。 

当社はこのような市場の趨勢をいち早く捉え、民間市場に軸足を置くべく経営資源の傾斜配分を進め、建設事

業を核として関連分野への事業展開を図ってきた。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は35,702百万円（前中間連結会計期間比1.6％減）、営業利

益は1,194百万円（前中間連結会計期間比22.5％増）、経常利益は1,017百万円（前中間連結会計期間比15.2％

減）、中間純利益は479百万円（前中間連結会計期間比47.7％減）となった。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

（注）「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

 (2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益878

百万円（前中間連結会計期間比793百万円減）を計上し、当中間連結会計期間末の資金は11,549百万円（前連結

会計年度末比1,411百万円減）となった。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用した資金は6,264百万円（前中間連結会計期間は238百万円の資金の獲得）となった。

これは、主として、売上債権の回収を図りつつも、不動産事業等の展開を見据えた販売用不動産の購入を

引き続き行ったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により得られた資金は15百万円（前中間連結会計期間比1,451百万円減）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は4,837百万円（前中間連結会計期間は3,747百万円の資金の使用）となっ

た。 

これは、主として、販売用不動産を購入するため、短期借入金が増加した結果である。 

    

（建設事業） 建設事業の完成工事高は、31,513百万円（前中間連結会計期間比2.7％減）となった。

土木工事は期首手持及び新規受注の減少が影響し7,745百万円（前中間連結会計期間比

20.6％減）となる一方、建築工事は、耐震補強工事や工場・事務所・店舗等の工事が伸張

したことから23,768百万円（前中間連結会計期間比5.0％増）となった。また、完成工事

利益率の改善により建設事業の営業利益は1,195百万円（前中間連結会計期間比20.9％

増）となった。 

（不動産事業等） 不動産事業等については、子会社の矢作地所㈱における分譲マンションの販売戸数の増

加や、当初、下期に販売を予定していた開発物件が早期販売できたこと等により、不動産

事業等の売上高は4,188百万円（前中間連結会計期間比7.3％増）となり、不動産事業等の

営業利益は232百万円（前中間連結会計期間比121.8％増）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１．当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

建設事業（百万円） 35,525 38,084  （7.2％増） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

建設事業（百万円） 32,382 31,513 （2.7％減） 

不動産事業等（百万円） 3,902 4,188 （7.3％増） 

合計（百万円） 36,285 35,702 （1.6％減） 



 ※なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額

を含む。 

２．期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 

② 完成工事高について 

 当社は、建設市場の状況を反映して完成工事高が平均化しておらず、最近３年間の完成工事高についてみても

次のように変動している。 

工事別 
期首繰越工
事高 
（百万円） 

期中受注工
事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成工
事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工高 
（百万円） 手持工事高 

（百万円） 
うち施工高（百万円） 

土木工事 12,702 8,871 21,574 8,115 13,458 5％ 699 8,035 

建築工事 46,432 26,238 72,670 23,360 49,310  11 5,636 27,157 

計 59,134 35,110 94,245 31,476 62,769 10 6,335 35,193 

工事別 
期首繰越工
事高 
（百万円） 

期中受注工
事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成工
事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工高 
（百万円） 手持工事高 

（百万円） 
うち施工高（百万円） 

土木工事 11,567 4,871 16,439 5,970 10,469  10％ 1,128 6,225 

建築工事 49,462 33,571 83,033 26,459 56,574 9 5,249 26,763 

計 61,029 38,443 99,473 32,429 67,043  9 6,378 32,989 

工事別 
期首繰越工
事高 
（百万円） 

期中受注工
事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成工
事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工高 
（百万円） 手持工事高 

（百万円） 
うち施工高（百万円） 

土木工事 12,702 17,590 30,292 18,725 11,567 7％ 873 18,819 

建築工事 46,432 54,714 101,146 51,684 49,462 10 4,945 54,790 

計 59,134 72,304 131,439 70,409 61,029 9 5,818 73,610 

  完成工事高 

期別 １年通期（百万円） 上半期（百万円） （Ｂ）／（Ａ） 

  （Ａ） （Ｂ） ％ 

第64期 79,766 33,269 41 

第65期 75,424 35,250 46 

第66期 70,409 31,476 44 

第67期 － 32,429 － 



③ 完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間  請負金額５億円以上の主なもの 

当中間会計期間  請負金額５億円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

前中間会計期間 

該当する相手先はない。 

当中間会計期間 

名古屋鉄道株式会社     3,704百万円   11％ 

矢作地所株式会社      3,304百万円   10％ 

  

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

土木工事 5,195 2,920 8,115 

建築工事 1,762 21,597 23,360 

計 6,957 24,518 31,476 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

土木工事 2,834 3,135 5,970 

建築工事 586 25,873 26,459 

計 3,420 29,009 32,429 

東日本高速道路株式会社 京葉道路（改築）蘇我インターチェンジ南工事 

国土交通省 平成１５年度 伊豆縦貫加茂道路建設工事 

豊田通商株式会社 （仮称）錦一丁目アパートメンツ新築工事 

社会福祉法人 福寿園 特別養護老人ホーム 第二福寿園 増築工事 

株式会社 ゼクス 広島大手町ホテル新築工事 

国土交通省 平成１７年度 東海通高架橋下部工事 

京都市 都市基盤河川改修事業 七瀬川改修工事・七瀬川 

改修公共関連工事  

三井不動産レジデンシャル 

株式会社 

パークシティ星ヶ丘新築工事 

株式会社 今仙電機製作所 株式会社今仙電機製作所 岐阜工場新築工事 

株式会社 あすみが丘ナー 

シングホーム 

（仮称）あすみが丘ナーシングホーム新築工事 



④ 手持工事高（平成19年９月30日現在） 

 （注） 手持工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

土木工事 3,051 7,418 10,469 

建築工事 19 56,555 56,574 

計 3,070 63,973 67,043 

株式会社 カインズ カインズホーム名古屋堀田店新築工事（Ａ棟） 平成19年11月完成予定

矢作地所株式会社 バンベール有松新築工事 平成20年２月完成予定

名古屋鉄道株式会社 常滑線・河和線 太田川駅付近連続立体交差事

業に伴う太田川仮駅工事 

平成20年６月完成予定

有限会社 パシフィック・

プロパティーズ・インベス

トメント 

（仮称）上前津二丁目賃貸マンション新築工事 平成20年８月完成予定

三交不動産株式会社 （仮称）サンマンションアトレ大高南新築工事 平成21年１月完成予定



５【研究開発活動】 

当社グループの当中間連結会計期間における研究開発費は、204百万円である。 

 当社グループは、環境・防災をはじめとした多様化するニーズに応えるため、地震工学技術研究所や技術部が中心

となり、施工部・グループ内企業との連携を図りながら研究開発活動を進めている。また、大学等との技術交流、共

同開発にも積極的に取り組んでいる。 

 当中間連結会計期間における具体的な研究開発活動の成果は以下のとおりである。 

 

１．土木部門 

（１） 維持管理技術 

 既存構造物の維持管理技術として、コンクリート構造物の診断技術や維持補修技術に関する研究を名古屋工業大学

と共同で進めている。また、アルカリ骨材反応の発生が認められた構造物に対しての長寿命化を目的としたアラミド

繊維接着工法を、愛知県内の鉄道構造物の補修工事に提案し採用された。 

（２）環境対策技術 

 顕在化しつつある土壌・地下水汚染に関する調査・浄化技術などの研究開発や技術情報の蓄積を、愛知土壌・地下

水汚染対策研究会と連携して行っている。また、大同工業大学と共同で「再生アスファルト骨材による油汚染地下水

の浄化」に関する実験・データ収集を繰り返し、浄化技術の実用化に向けて取り組んでいる。 

 さらに、地球温暖化防止対策商品として、保水性舗装「クールベーブ」に加え、従来の芝生駐車場が抱えていた

様々な技術的課題を解決した新しい芝生駐車場「エコグラスパーキング（ＥＧＰ）」を開発、実用化した。 

  

２．建築部門 

（１） 産学連携地震工学技術プロジェクト研究所 

 平成17年９月に名古屋工業大学内に設立したＹＡＨＡＧＩ地震工学技術プロジェクト研究所において、耐震分野で

のイノベーションを目指した３ヵ年のプロジェクトを進めている。同プロジェクトには名古屋工業大学のみならず名

古屋大学や豊橋技術科学大学で活躍する研究者も参画し、新築集合住宅で無梁空間を生み出すフラットプレート工法

などの開発を行っている。今後も当社の、地震工学技術研究所（愛知県愛知郡長久手町）を活用し新たな耐震技術の

研究を行っていく。 

（２） 耐震補強技術 

 芝浦工業大学と共同で開発した外付耐震補強工法である「ピタコラム工法」（防災技術評価取得）は、学校等の公

共施設を中心に着実に実績を伸ばしている。同工法の改善改良の研究も継続的に行っており、高い靭性能力（大変形

でも座屈しない能力）を実現するボンドレスブレースを実用化した。また、新しい補強工法の提案として、名古屋工

業大学と共同でピタコラム工法とアウトウォール工法とを併用した耐震補強工法の実用化に向けた検証を行ってい

る。 

 一方、新規開発として、今後の耐震補強市場が集合住宅などの民間市場にシフトしていくことを踏まえ、ブレース

材のない外付け耐震補強「ＣＥＳＲet（セスレット）工法」の開発を豊橋技術科学大学と共同で行っている。現在、

実用化の段階に入り、同大学の耐震補強工事に採用され工事着手に至った。 

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設及び除却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

     該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項なし。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 44,607,457 44,607,457 
東京証券取引所市場第一部 
名古屋証券取引所市場第一部 

― 

計 44,607,457 44,607,457 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

－ 44,607,457 － 6,808 － 4,244 



(5）【大株主の状況】 

  （注)１.上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社所有株式数のうち、信託業務に    

係る株式数は、それぞれ730千株、619千株である。 

     ２.野村アセットマネジメント株式会社から、平成19年４月６日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で2,241千株を保有

している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主

の状況には含めていない。 

 なお、野村アセットマネジメント株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりである。 

大量保有者                 野村アセットマネジメント株式会社 

住所                    東京都中央区日本橋１丁目12番１号 

保有株券等の数               株式 2,241,000株 

株券等保有割合               5.02％ 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅１丁目２番４号 8,282 18.57

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 2,047 4.59

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,047 4.59

有限会社山田商事 名古屋市東区葵３丁目19番７号 2,005 4.49

矢作建設取引先持株会 名古屋市東区葵３丁目19番７号 1,955 4.38

矢作建設工業社員持株会 名古屋市東区葵３丁目19番７号 1,218 2.73

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,042 2.34

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番11号 830 1.86

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11番３号 808 1.81

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 762 1.71

計 ― 20,997 47.07



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28,000株含まれている。 

    また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 149,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,092,000 44,092 ― 

単元未満株式 普通株式 366,457 ― ― 

発行済株式総数 44,607,457 ― ― 

総株主の議決権 ― 44,092 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

矢作建設工業株式会社 
名古屋市東区葵 

３丁目19番７号 
149,000 － 149,000 0.34 

計 ― 149,000 － 149,000 0.34 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 568 559 504 510 484 490 

低（円） 520 491 476 459 422 417 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）                

Ⅰ 流動資産                

現金預金     10,228   11,827     13,237  

受取手形・完成工

事未収入金等 
※４   20,751   21,883     23,678  

未成工事支出金     8,705   9,360     6,359  

商品不動産 ※1,3   17,288   24,456     23,035  

その他たな卸資産     374   376     378  

繰延税金資産     750   1,026     765  

その他     1,412   1,793     1,858  

貸倒引当金     △13   △15     △20  

流動資産合計     59,498 72.8 70,709 76.9   69,293 76.0 

Ⅱ 固定資産                  

有形固定資産                  

建物・構築物 ※１   12,053   12,059     12,034  

土地 ※1,3   9,470   9,424     9,424  

その他     1,946   2,005     1,989  

建設仮勘定     9   －     －  

減価償却累計額     △8,429     △8,862     △8,637  

有形固定資産合計     15,050   14,627     14,811   

無形固定資産     200   194     195   

投資その他の資産                  

投資有価証券     4,799   4,209     4,850  

繰延税金資産     217   320     111  

その他     2,194   2,007     2,155  

貸倒引当金     △202   △134     △206  

投資その他の資産

合計 
    7,009   6,403   

  
 

6,911   

固定資産合計     22,260 27.2 21,224 23.1   21,917 24.0 

資産合計     81,759 100.0 91,934 100.0   91,211 100.0 

                    

 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

支払手形・工事未

払金等 
※４   21,273     20,473     24,272  

短期借入金 ※１   14,179     28,659     20,503  

未成工事受入金     5,784     3,494     3,534  

完成工事補償引当

金 
    131     118     119  

工事損失引当金     47     95     21  

役員賞与引当金     27     32     64  

関係会社整理損失

引当金 
    －     118     －  

その他 ※４   3,675     2,916     3,484  

流動負債合計     45,119 55.2   55,909 60.8   52,000 57.0 

Ⅱ 固定負債                    

社債     2,200     2,200     2,200  

長期借入金 ※１   5,693     4,376     7,423  

退職給付引当金     2,040     1,969     1,987  

役員退職引当金     298     358     342  

長期預り金     4,037     3,967     3,973  

再評価に係る繰延

税金負債 
    64     64     64  

その他     62     99     85  

固定負債合計     14,396 17.6   13,035 14.2   16,076 17.6 

負債合計     59,515 72.8   68,944 75.0   68,077 74.6 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

資本金     6,808 8.3   6,808 7.4   6,808 7.5 

資本剰余金     7,244 8.9   7,244 7.9   7,244 7.9 

利益剰余金     13,397 16.4   14,484 15.8   14,271 15.7 

自己株式     △57 △0.1   △65 △0.1   △61 △0.1 

 株主資本合計     27,392 33.5   28,471 31.0   28,262 31.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

その他有価証券評

価差額金 
    1,174 1.4   835 0.9   1,187 1.3 

土地再評価差額金     △6,393 △7.8   △6,393 △7.0   △6,393 △7.0 

 評価・換算差額等

合計 
    △5,218 △6.4   △5,557 △6.1   △5,205 △5.7 

Ⅲ 少数株主持分     69 0.1   75 0.1   76 0.1 

純資産合計     22,243 27.2   22,989 25.0   23,134 25.4 

負債純資産合計     81,759 100.0   91,934 100.0   91,211 100.0 

                    



②【中間連結損益計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高                    

完成工事高     32,382     31,513     72,776  

兼業事業売上高     3,902     4,188     8,389  

売上高計     36,285 100.0   35,702 100.0   81,165 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

完成工事原価     28,451     27,406     63,767  

兼業事業売上原価     3,292     3,263     6,795  

売上原価計     31,744 87.5   30,669 85.9   70,562 86.9 

売上総利益                    

完成工事総利益     3,930     4,107     9,008  

兼業事業総利益     610     925     1,593  

売上総利益計     4,541 12.5   5,033 14.1   10,602 13.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,566 9.8   3,838 10.8   7,527 9.3 

営業利益     974 2.7   1,194 3.3   3,074 3.8 

Ⅳ 営業外収益                    

受取利息     1     7     6  

受取配当金     23     34     39  

匿名組合利益     342     2     616  

その他     45     35     75  

営業外収益計     412 1.1   80 0.2   738 0.9 

Ⅴ 営業外費用                    

支払利息     179     248     376  

その他     8     7     13  

営業外費用計     187 0.5   256 0.7   389 0.5 

経常利益     1,199 3.3   1,017 2.8   3,423 4.2 

Ⅵ 特別利益                    

   固定資産売却益 ※２   461     －     461  

    貸倒引当金戻入額     －     11     7  

   その他     68     2     60  

特別利益計     529 1.5   13 0.0   529 0.7 

Ⅶ 特別損失                    

固定資産売却損 ※３   19     －     19  

ゴルフ会員権評価損     0     －     10  

自由選択定年加算金     13     11     24  

じん肺訴訟和解金     0     －     1  

投資有価証券評価損     10     －     10  

関係会社整理損     －     15     －  

関係会社整理損失 
引当金繰入額     －     118     －  

その他     12     6     34  

特別損失計     57 0.2   152 0.4   100 0.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益     1,671 4.6   878 2.4   3,852 4.8 

法人税、住民税及び
事業税   383     613     1,354    

法人税等調整額   370 753 2.1 △215 397 1.1 476 1,831 2.3 

少数株主利益     0 0.0   1 0.0   8 0.0 

中間（当期）純利益     917 2.5   479 1.3   2,013 2.5 

                      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,808 7,244 13,320 △53 27,319 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 （注）     △222   △222 

役員賞与 （注）     △62   △62 

中間純利益     917   917 

自己株式の取得       △4 △4 

自己株式の処分   0   0 0 

土地再評価差額金の取崩     △555   △555 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― 0 77 △4 73 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,808 7,244 13,397 △57 27,392 

 

評価・換算差額等 

   少数株主持分     純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等 

合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,352 △6,948 △5,596 68 21,791 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 （注）         △222 

役員賞与 （注）         △62 

中間純利益         917 

自己株式の取得         △4 

自己株式の処分         0 

土地再評価差額金の取崩         △555 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△177 555 377 0 378 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△177 555 377 0 451 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,174 △6,393 △5,218 69 22,243 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,808 7,244 14,271 △61 28,262 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当      △266   △266 

中間純利益     479   479 

自己株式の取得       △4 △4 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― 0 212 △4 208 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
6,808 7,244 14,484 △65 28,471 

 

評価・換算差額等 

   少数株主持分     純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等 

合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,187 △6,393 △5,205 76 23,134 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当          △266 

中間純利益         479 

自己株式の取得         △4 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△352 ― △352 △1 △353 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△352 ― △352 △1 △144 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
835 △6,393 △5,557 75 22,989 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 6,808 7,244 13,320 △53 27,319

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △222   △222

役員賞与（注）     △62   △62

剰余金の配当     △222   △222

当期純利益     2,013   2,013

自己株式の取得       △8 △8

自己株式の処分   0   0 0

土地再評価差額金取崩額     △555   △555

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） ― 0 951 △7 943

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 6,808 7,244 14,271 △61 28,262

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 1,352 △6,948 △5,596 68 21,791

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △222

役員賞与（注）         △62

剰余金の配当         △222

当期純利益         2,013

自己株式の取得         △8

自己株式の処分         0

土地再評価差額金取崩額         △555

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） △164 555 390 8 399

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） △164 555 390 8 1,342

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 1,187 △6,393 △5,205 76 23,134



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純利益   1,671 878 3,852 

減価償却費   202 247 464 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △13 △76 △13 

退職給付引当金の増減額（減少：

△） 
  △156 1 △189 

役員賞与引当金の増減額（減少：

△） 
  27 △31 64 

関係会社整理損失引当金の増減額 

（減少：△） 
  ― 118 ― 

受取利息及び受取配当金   △25 △42 △46 

匿名組合利益   △342 △2 △616 

支払利息   179 248 376 

販売用土地評価損   4 ― 4 

有形固定資産売却益   △461 ― △461 

有形固定資産売却損   19 ― 19 

有形固定資産除却損   4 1 23 

投資有価証券評価損   10 ― 10 

ゴルフ会員権評価損   0 ― 10 

関係会社整理損    ― 15 ― 

売上債権の増減額（増加：△）   4,493 1,794 1,575 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △7,571 △4,420 △10,930 

その他流動資産の増減額（増加：

△） 
  75 28 △749 

仕入債務の増減額（減少：△）   1,238 △3,798 4,237 

未成工事受入金の増減額（減少：

△） 
  2,798 △39 548 

未払消費税等の増減額（減少：△）   △535 △182 168 

その他流動負債の増減額（減少：

△） 
  328 △214 △246 

その他固定負債の増減額（減少：

△） 
  △141 △6 △205 

未払事業税の増減額（減少：△）   △48 △40 △6 

役員賞与の支払額   △62 ― △62 

小計   1,697 △5,521 △2,171 

利息及び配当金の受取額   25 42 55 

匿名組合の分配金受取額   134 13 790 

利息の支払額   △176 △261 △393 

法人税等の支払額   △1,442 △537 △2,337 

営業活動によるキャッシュ・フロー   238 △6,264 △4,058 

 



   

前中間連結会計期間 

（自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の純増減額（増加：△）   △1 ― 2 

有形固定資産の取得による支出   △179 △53 △740 

有形固定資産の売却による収入   1,908 0 1,908 

投資有価証券の取得による支出   △288 ― △868 

投資有価証券の売却による収入   6 ― 6 

投資有価証券の償還による収入   ― 37 560 

少数株主からの子会社株式取得によ

る支出 
  ― △2 ― 

投資その他の資産の取得による支出   △2 △2 △3 

貸付金の回収による収入   0 0 21 

差入保証金の差入による支出   △14 △1 △16 

差入保証金の返還による収入   38 38 79 

投資活動によるキャッシュ・フロー   1,467 15 949 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入れによる収入   2,310 8,830 9,480 

短期借入金の返済による支出   △8,005 △4,225 △10,872 

長期借入れによる収入   5,290 2,570 9,690 

長期借入金の返済による支出   △3,116 △2,066 △3,764 

自己株式の取得・売却による純増減

額（増加：△） 
  △3 △4 △7 

配当金の支払額   △222 △266 △444 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,747 4,837 4,080 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：

△） 
  △2,041 △1,411 972 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   11,989 12,961 11,989 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
※１  9,947 11,549 12,961 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

すべての子会社（７社）を連結して

いる。 

同左 同左 

  連結子会社名 

矢作地所㈱、ヤハギ緑化㈱、矢

作葵ビル㈱、㈱テクノサポー

ト、ヤハギ道路㈱、㈱ピタコラ

ム、南信高森開発㈱ 

  

  

  

  

  

２．持分法の適用に関

する事項 

関連会社（１社）に対する投資につ

いて、持分法を適用している。 

関連会社（１社）に対する投資につ

いて、持分法を適用している。 

関連会社（１社）に対する投資につ

いて、持分法を適用している。 

   持分法適用の関連会社名 

  小原興業㈱ 

 持分法適用の関連会社名 

  小原興業㈱ 

なお、平成19年９月15日に民事再生

計画の認可決定が確定したことに伴

い、同年10月25日に100％無償減資並

びに再生支援スポンサー等に対する

第三者割当増資を行っており、現在

は、当社の関連会社ではない。 

持分法適用の関連会社名 

小原興業㈱ 

上記関連会社は、平成19年３月30日

に民事再生手続開始の申立てを行

い、同年４月12日に手続開始決定を

受け、現在、再生計画案を策定中で

ある。 

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

連結子会社である南信高森開発㈱の

中間決算日は６月30日である。中間

連結財務諸表の作成に当たっては同

中間決算日現在の中間財務諸表を使

用している。ただし、７月１日から

中間連結決算日９月30日までの期間

に発生した重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。 

上記以外の連結子会社の中間決算日

は中間連結財務諸表提出会社と同一

である。 

同左 連結子会社である南信高森開発㈱の

決算日は12月31日である。連結財務

諸表の作成に当たっては同決算日現

在の財務諸表を使用している。ただ

し、１月１日から連結決算日３月31

日までの期間に発生した重要な取引

については連結上必要な調整を行っ

ている。 

上記以外の連結子会社の事業年度は

連結財務諸表提出会社と同一であ

る。 

４．会計処理基準に関

する事項 

     

(1）重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

中間連結決算日前１ヶ月の市

場価格の単純平均値に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定 

している。） 

有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

連結決算日前１ヶ月の市場価

格の単純平均値に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定して

いる。） 

  ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②時価のないもの 

同左 

②時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

② 商品不動産 

個別法による原価法 

たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

② 商品不動産 

同左 

たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

② 商品不動産 

同左 

 



 項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ 材料貯蔵品 

終仕入原価法による原価法 

③ 材料貯蔵品 

同左 

③ 材料貯蔵品 

同左 

  ④ 製品 

総平均法による原価法 

④ 製品 

同左 

④ 製品 

同左 

(2）重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除

く）及びアスコン・リサイクルセ

ンターについては定額法を採用し

ている。 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除

く）及びアスコン・リサイクルセ

ンターについては定額法を採用し

ている。 

有形固定資産 

定率法  

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除

く）及びアスコン・リサイクルセ

ンターについては定額法を採用し

ている。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

である。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

である。 

  建物・構築物 10～50年

その他 ５～15年

  

 （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更してい

る。なお、これによる損益に与え

る影響は軽微である。また、セグ

メント情報に与える影響は、当該

箇所に記載している。 

 （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

いる。 

これにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ６百万円減少している。

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載している。 

建物・構築物 10～50年

その他 ５～15年

建物・構築物 10～50年

その他 ５～15年

  無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用している。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 



 項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の

計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、当中間連結会計期間

末に至る１年間の完成工事高に対

する将来の見積補償額に基づいて

計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、当連結会計年度の完

成工事高に対する将来の見積補償

額に基づいて計上している。 

  工事損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備え

るため、当中間連結会計期間末に

おける受注契約に係る損失見込額

を計上している。 

工事損失引当金 

同左 

工事損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末におけ

る受注契約に係る損失見込額を計

上している。 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を計上している。 

なお、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５～15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。 

なお、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５～15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

  役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく中間期末退職

慰労金要支給額の100％相当額を

計上している。 

役員退職引当金 

同左 

役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末退職慰労

金要支給額の100％を引当計上して

いる。 

 



 項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、当

連結会計年度における支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を計

上している。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。これにより

営業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益は、それぞれ27百

万円減少している。 

なおセグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、当

連結会計年度における支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を計

上している。 

役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、当

連結会計年度における支給見込額

に基づき計上している。 

 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を

適用している。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ64百万円減

少している。 

なおセグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

   ――――――― 

  

 関係会社整理損失引当金 

関係会社の整理に伴う損失に備え

るため、関係会社の財政状態を勘

案し、当社が負担することとなる

損失見込額を計上している。 

 ――――――― 

  

(4）重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会

計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理

の条件を充たしている場合には

特例処理を採用している。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

長期借入金に対するヘッジ手段

として金利スワップ取引を行っ

ている。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

当社グループは、固定金利を市

場の実勢金利に合わせて変動化

する場合や、将来の金利上昇リ

スクをヘッジするために変動金

利を固定化する目的で、「金利

スワップ」を利用するのみであ

り、投機的な目的の取引を行わ

ない。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例処

理適用の判定をもって有効性の

判定に代えている。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



 項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）完成工事高の計

上基準 

完成工事高の計上基準は工事完成基

準を適用しているが、長期請負工事

（工期１年超）については工事進行

基準を適用している。 

当中間連結会計期間の工事進行基準

による完成工事高は14,333百万円で

ある。 

同左 

  

  

  

当中間連結会計期間の工事進行基準

による完成工事高は10,849百万円で

ある。 

同左 

  

  

  

 当連結会計年度の工事進行基準に

よる完成工事高は28,394百万円で

ある。 

(7）消費税等の会計

処理方法 

消費税等に相当する額の会計処理は

税抜方式によっている。ただし、資

産に係る控除対象外消費税等は発生

中間連結会計期間の期間費用として

いる。 

同左 消費税等に相当する額の会計処理は

税抜方式によっている。ただし、資

産に係る控除対象外消費税等は発生

連結会計年度の期間費用としてい

る。 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ケ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

る。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してい

る。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

22,174百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成している。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

23,057百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成している。 



表示方法の変更  

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

         ―――――――――――― 

  

  

  

 「自由選択定年加算金」は、前中間連結会計期間末は、特別損失の

その他に含めて表示してしていたが、当中間連結会計期間末において

特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記した。なお、前中

間連結会計期間末の「自由選択定年加算金」の金額は６百万円であ

る。   

 「投資有価証券評価損」は、前中間連結会計期間末は、特別損失の

その他に含めて表示してしていたが、当中間連結会計期間末において

特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記した。なお、前中

間連結会計期間末の「投資有価証券評価損」の金額は２百万円であ

る。  

（中間連結損益計算書） 

 「貸倒引当金戻入額」は、前中間連結会計期間末は、特別利益のそ

の他に含めて表示してしていたが、当中間連結会計期間末において特

別利益の総額の100分の10を超えたため区分掲記した。なお、前中間

連結会計期間末の「貸倒引当金戻入額」の金額は11百万円である。  

  

           ―――――――――――― 

  

  

  

  

           ―――――――――――― 

  

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「匿名組合の分配金受取額」は、前中間連結会計期間は、「利息及

び配当金の受取額」に含めて表示してしていたが、当中間連結会計期

間より区分掲記した。なお、前中間連結会計期間の「利息及び配当金

の受取額」に含まれている「匿名組合の分配金受取額」は20百万円で

ある。  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

          ―――――――――――― 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 下記の資産は短期借入金6,677百万

円、長期借入金3,300百万円の担保に

供している。 

※１ 下記の資産は短期借入金10,034百万

円、長期借入金3,838百万円の担保に

供している。 

※１ 下記の資産は短期借入金7,715百万

円、長期借入金6,358百万円の担保に

供している。 

  百万円

商品不動産 6,100

建物・構築物 1,529

土地 3,863

合計 11,493

  百万円

商品不動産 10,799

建物・構築物 1,450

土地 3,863

合計 16,113

  百万円

商品不動産 13,011

建物・構築物 1,487

土地 3,863

合計 18,362

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

 ２ ①連結会社以外の会社の金融機関から 

 の借入等に対して、次のとおり債務 

 保証を行っている。 

 ２ ①連結会社以外の会社の金融機関から 

 の借入等に対して、次のとおり債務 

 保証を行っている。 

 ２ ①連結会社以外の会社の金融機関から

の借入等に対して、次のとおり債務

保証を行っている。 

・分譲マンション購入者の金融機関か

らの借入 

・分譲マンション購入者の金融機関か

らの借入 

・分譲マンション購入者の金融機関か

らの借入 

  百万円

三菱ＵＦＪ住宅ローン保

証株式会社 
198

  百万円

三菱ＵＦＪ住宅ローン保

証株式会社 
247

  百万円

三菱ＵＦＪ住宅ローン保

証株式会社 
198

   ②   ―――――――     ②    ――――――― ②手形債権流動化に伴う買戻義務限度

額 

1,791百万円 

   ③   ―――――――   ③    ――――――― ③小原興業株式会社に対する再生支

援・協力契約の締結に伴い発生する

可能性のある負担 

 平成19年３月30日に民事再生手続

開始の申立を行った小原興業株式会

社の再生支援計画に協力することを

目的として、当社は、同社や再生支

援のスポンサー等との間で、再生支

援・協力契約を締結している。 

 当該契約においては、同社の提出

する再生計画の認可決定の確定を条

件として、当社は債権放棄を前提と

する協力融資を行うものとされてお

り、これに伴い、 大で150百万円

の支援損失が発生する可能性があ

る。 

※３     ――――――― ※３     ――――――― ※３  土地の利用目的変更に伴い、事業用不

動産45百万円を商品不動産に振替えて

いる。 

※４ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理している。なお、当中間連結

会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が中間連結会

計期間末日残高に含まれている。 

  

  百万円

受取手形 41

支払手形 1,953

その他流動負債 

（設備支払手形） 
22

※４ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理している。なお、当中間連結

会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が中間連結会

計期間末日残高に含まれている。 

  

  百万円

受取手形 16

支払手形 2,297

   

※４ 連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理している。なお、当連結会計年度

の末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が連結会計年度末残

高に含まれている。 

  

  百万円

受取手形 33

支払手形 3,071

その他流動負債 

（設備支払手形） 
9



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ このうち主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

※１ このうち主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

※１ このうち主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

  百万円

従業員給料手当 1,597

退職給付費用 138

役員退職引当金繰入額 45

役員賞与引当金繰入額 27

販売費 200

  百万円

従業員給料手当 1,679

退職給付費用 119

役員退職引当金繰入額 50

役員賞与引当金繰入額 32

販売費 263

  百万円

従業員給料手当 3,215

退職給付費用 265

役員退職引当金繰入額 91

役員賞与引当金繰入額 64

販売費 656

※２ 固定資産売却益461百万円は、建物・

構築物、土地及びその他を含む賃貸用

不動産１棟を売却したことによるもの

である。 

※２     ――――――― ※２ 固定資産売却益461百万円は、建物・

構築物、土地及びその他を含む賃貸用

不動産１棟を売却したことによるもの

である。 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

である。 

※３     ――――――― ※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

である。 

  百万円

建物・構築物 1

土地 16

その他 0

合計 19

    百万円

建物・構築物 3

土地 15

その他 0

合計 19



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

      ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求の売渡しによる減少である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項なし。 

  

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 44,607 － － 44,607 

合計 44,607 － － 44,607 

自己株式        

普通株式 （注）１．２ 126 8 0 133 

合計 126 8 0 133 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 222 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 222 利益剰余金  5 平成18年９月30日 平成18年12月７日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

      ２．普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求の売渡しによる減少である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項なし。 

  

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 44,607 － － 44,607 

合計 44,607 － － 44,607 

自己株式        

普通株式 （注）１．２ 140 9 1 149 

合計 140 9 1 149 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月17日 

取締役会 
普通株式 266 6 平成19年３月31日 平成19年６月13日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 

取締役会 
普通株式 244 利益剰余金  5.50 平成19年９月30日 平成19年12月７日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加15千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

      ２．普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求の売渡しによる減少である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項なし。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 44,607 ― ― 44,607 

合計 44,607 ― ― 44,607 

自己株式        

普通株式 （注）１．２ 126 15 1 140 

合計 126 15 1 140 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 222 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 222 5 平成18年９月30日 平成18年12月７日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月17日 

取締役会 
普通株式 266 利益剰余金  6 平成19年３月31日 平成19年６月13日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

   百万円

現金預金勘定 10,228

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
△280

現金及び現金同等物 9,947

   百万円

現金預金勘定 11,827

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
△277

現金及び現金同等物 11,549

   百万円

現金預金勘定 13,237

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金 
△276

現金及び現金同等物 12,961

  

  

  

  

  

  

     



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 670 562 107 

車輌運搬具 99 43 56 

工具器具備品 321 180 141 

ソフトウェア 165 56 109 

合計 1,257 842 414 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 181 157 24 

車輌運搬具 104 56 48 

工具器具備品 294 171 123 

ソフトウェア 189 88 100 

合計 770 473 297 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

機械装置 670 604 65 

車輌運搬具 113 53 59 

工具器具備品 297 177 120 

ソフトウェア 171 75 96 

合計 1,252 911 341 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   百万円

１年内 199

１年超 214

合計 414

   百万円

１年内 120

１年超 176

合計 297

   百万円

１年内 162

１年超 178

合計 341

 なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

   百万円

支払リース料 103

減価償却費相当額 103

   百万円

支払リース料 103

減価償却費相当額 103

   百万円

支払リース料 208

減価償却費相当額 208

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略している。  

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のない株式について、10百万円減損処理を行っている。 
なお、減損処理にあたっては、期末における発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく下落したとき
（取得原価に比べ50%以上下落した場合）にはすべて減損処理を行っている。 

  取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

株式 1,208 3,202 1,993

その他 150 131 △18

合計 1,358 3,334 1,975

  （単位：百万円）

非上場株式 722

匿名組合出資金 592

非上場優先出資証券 150

  取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

株式 1,208 2,635 1,426

その他 150 128 △21

合計 1,358 2,764 1,405

  （単位：百万円）

非上場株式 717

匿名組合出資金 577

非上場優先出資証券 150

  取得原価（百万円） 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

株式 1,208 3,190 1,981

 その他 150 165 15

合計 1,358 3,356 1,997

  （単位：百万円）

非上場株式 717

匿名組合出資金 626

非上場優先出資証券 150



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループは金利スワップ取引

のデリバティブ取引を契約している

が、すべてヘッジ会計を適用してい

るため、デリバティブ取引の契約額

等、時価及び評価損益の状況の記載

を省略している。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 32,382 3,902 36,285 － 36,285 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,330 899 2,229 (2,229) － 

計 33,713 4,802 38,515 (2,229) 36,285 

営業費用 32,723 4,697 37,421 (2,110) 35,311 

営業利益 989 104 1,094 (119) 974 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 31,513 4,188 35,702 － 35,702 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3,377 887 4,264 (4,264) － 

計 34,891 5,076 39,967 (4,264) 35,702 

営業費用 33,695 4,843 38,539 (4,031) 34,508 

営業利益 1,195 232 1,427 (233) 1,194 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 72,776 8,389 81,165 － 81,165 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,518 1,775 6,293 (6,293) － 

計 77,294 10,165 87,459 (6,293) 81,165 

営業費用 74,143 9,947 84,091 (6,000) 78,090 

営業利益 3,150 217 3,368 (293) 3,074 



 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：土木、建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業等：不動産の売買及び賃貸等に関する事業並びにゴルフ場経営に関する事業他 

    ２．会計処理の方法の変更 

（前中間連結会計期間について） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(３)」に記載のとおり、当中間連結会計期

間より「役員賞与に関する会計基準（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は27百万円増加し、営業利益

が同額減少している。 

（当中間連結会計期間について） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(２)」に記載のとおり、当中間連結会計期

間より平成19年４月１日以降取得の有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更している。なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微である。  

（前連結会計年度について） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４．（３）に記載のとおり、当連結会計年度よ

り「役員賞与に関する会計基準（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は64百万円増加し、営業利益が同

額減少している。 

    ３．追加情報 

（当中間連結会計期間について） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(２)」に記載のとおり、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これ

により、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は、建設事業が５百万円、不動産事業等が０百万円

増加し、営業利益はそれぞれ同額減少している。  

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれも在外連結子会社がないため記載して

いない。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれも海外売上高がないため記載していな

い。 



（１株当たり情報） 

（注）１.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

     ２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   ３.１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

     該当事項なし。 

    

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額

（円） 
498.59 

１株当たり純資産額

（円） 
515.40 

１株当たり純資産額

（円） 
518.53 

１株当たり中間純利益

金額（円） 
20.62 

１株当たり中間純利益

金額（円） 
10.79 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
45.26 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日) 

 純資産の部の合計額（百万円） 22,243 22,989 23,134 

 純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
69 75 76 

（うち少数株主持分） (69) (75) (76) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
22,174 22,914 23,057 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（千株）  

44,473 44,458 44,466 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（百万円） 917 479 2,013 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
917 479 2,013 

 期中平均株式数（千株） 44,476 44,460 44,472 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

現金預金   6,420     7,971     9,488    

受取手形 ※４  2,891     749     551    

完成工事未収入金   20,736     28,326     25,866    

未成工事支出金   5,993     5,665     5,285    

材料貯蔵品   280     274     279    

製品   1     1     0    

商品不動産 ※２  8,291     8,393     8,360    

短期貸付金   45     45     45    

繰延税金資産   488     514     471    

その他 ※３  1,389     1,633     1,632    

貸倒引当金   △18     △23     △20    

流動資産合計     46,522 71.8   53,552 75.5   51,960 74.3 

Ⅱ 固定資産                    

有形固定資産 ※１                  

建物 ※２ 2,665     2,517     2,580    

土地 ※２ 6,033     5,988     5,988    

その他    774     666     730    

有形固定資産合計     9,473     9,172     9,299  

無形固定資産     49     43     43  

投資その他の資産                    

投資有価証券   6,897     6,307     6,948    

その他   1,993     1,978     1,830    

貸倒引当金   △162     △115     △160    

投資その他の資産合計     8,728     8,170     8,618  

固定資産合計     18,251 28.2   17,386 24.5   17,962 25.7 

資産合計     64,773 100.0   70,938 100.0   69,922 100.0 

 



    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

支払手形 ※４  11,569     11,334     14,373    

工事未払金   8,877     8,220     8,727    

短期借入金 ※２  8,920     18,306     12,902    

未払法人税等   288     539     586    

未成工事受入金   5,205     3,017     3,388    

完成工事補償引当金   132     121     126    

工事損失引当金   47     94     19    

役員賞与引当金   25     26     51    

関係会社整理損失 
引当金    －     118     －    

その他 ※３,４  3,088     2,101     2,490    

流動負債合計     38,153 58.9   43,879 61.8   42,664 61.0 

Ⅱ 固定負債                    

社債   2,200     2,200     2,200    

長期借入金 ※２  1,340     834     1,085    

退職給付引当金   1,992     1,928     1,945    

役員退職引当金   200     242     224    

再評価に係る繰延税金
負債   64     64     64    

その他   106     102     104    

固定負債合計     5,903 9.1   5,371 7.6   5,623 8.0 

負債合計     44,057 68.0   49,250 69.4   48,288 69.1 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

資本金     6,808 10.5   6,808 9.6   6,808 9.7

資本剰余金                    

資本準備金   4,244     4,244     4,244    

その他資本剰余金   3,000     3,000     3,000    

資本剰余金合計     7,244 11.2   7,244 10.2   7,244 10.3

利益剰余金                    

その他利益剰余金                    

固定資産圧縮積立
金   50     47     48    

別途積立金   4,300     4,300     4,300    

繰越利益剰余金   7,589     8,910     8,499    

利益剰余金合計     11,939 18.4   13,257 18.7   12,848 18.4

自己株式     △57 △0.1   △65 △0.1   △61 △0.1

株主資本合計     25,934 40.0   27,245 38.4   26,839 38.3

Ⅱ 評価・換算差額等                    

その他有価証券評価差
額金     1,174 1.8   835 1.2   1,187 1.7

土地再評価差額金     △6,393 △9.9   △6,393 △9.0   △6,393 △9.1

評価・換算差額等合計     △5,218 △8.1   △5,557 △7.8   △5,205 △7.4

純資産合計     20,716 32.0   21,687 30.6   21,634 30.9

負債純資産合計     64,773 100.0   70,938 100.0   69,922 100.0



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高                    

完成工事高   31,476     32,429     70,409    

兼業事業売上高   327     160     625    

売上高合計     31,803 100.0   32,590 100.0   71,034 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

完成工事原価   27,968     28,606     62,424    

兼業事業売上原価   364     102     544    

売上原価合計     28,332 89.1   28,709 88.1   62,968 88.6 

売上総利益                    

完成工事総利益   3,507     3,822     7,985    

兼業事業総利益   △36     58     80    

売上総利益合計     3,471 10.9   3,881 11.9   8,065 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,516 7.9   2,604 8.0   5,156 7.3 

営業利益     954 3.0   1,276 3.9   2,909 4.1 

Ⅳ 営業外収益                    

受取利息配当金   195     115     223    

匿名組合利益   342     2     616    

その他   27     17     54    

営業外収益合計     564 1.8   135 0.4   894 1.2 

Ⅴ 営業外費用                    

支払利息   108     116     201    

その他   8     7     13    

営業外費用合計     116 0.4   124 0.4   214 0.3 

経常利益     1,402 4.4   1,287 3.9   3,589 5.0 

Ⅵ 特別利益 ※２    513 1.6   0 0.0   515 0.7 

Ⅶ 特別損失     53 0.2   146 0.4   85 0.1

税引前中間（当期）純
利益     1,862 5.8   1,142 3.5   4,019 5.6 

法人税、住民税及び事
業税   282     480     1,213    

法人税等調整額   484 766 2.4 △14 465 1.4 579 1,793 2.5 

中間（当期）純利益     1,095 3.4   676 2.1   2,226 3.1 



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合  計資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

固定資産 

圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,808 4,244 3,000 7,244 53 4,300 7,320 11,674 △53 25,673

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △222 △222   △222

役員賞与（注）             △53 △53   △53

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
        △2   2 －   －

固定資産圧縮積立金の取崩         △1   1 －   －

中間純利益             1,095 1,095   1,095

自己株式の取得                 △4 △4

自己株式の処分     0 0         0 0

土地再評価差額金の取崩             △555 △555   △555

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計  

（百万円） 
－ － 0 0 △3 － 268 265 △4 261

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,808 4,244 3,000 7,244 50 4,300 7,589 11,939 △57 25,934

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,352 △6,948 △5,596 20,077

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）       △222

役員賞与（注）       △53

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
      －

固定資産圧縮積立金の取崩       －

中間純利益       1,095

自己株式の取得       △4

自己株式の処分       0

土地再評価差額金の取崩       △555

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△177 555 377 377

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△177 555 377 638

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,174 △6,393 △5,218 20,716



当中間会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合  計資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

固定資産 

圧縮積立金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,808 4,244 3,000 7,244 48 4,300 8,499 12,848 △61 26,839

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当             △266 △266   △266

固定資産圧縮積立金の取崩         △1   1 －   －

中間純利益             676 676   676

自己株式の取得                 △4 △4

自己株式の処分     0 0         0 0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計  

（百万円） 
－ － 0 0 △1 － 410 409 △4 405

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
6,808 4,244 3,000 7,244 47 4,300 8,910 13,257 △65 27,245

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額等
  合 計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,187 △6,393 △5,205 21,634

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △266

固定資産圧縮積立金の取崩       －

中間純利益       676

自己株式の取得       △4

自己株式の処分       0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△352 － △352 △352

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△352 － △352 53

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
835 △6,393 △5,557 21,687



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

  （注） 平成18年度６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資 本 

準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

固定資産 

圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 6,808 4,244 3,000 7,244 53 4,300 7,320 11,674 △53 25,673

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △222 △222   △222

役員賞与（注）             △53 △53   △53

圧縮積立金の取崩（注）         △2   2 ―   ―

剰余金の配当             △222 △222   △222

当期純利益             2,226 2,226   2,226

自己株式の取得                 △8 △8

自己株式の処分     0 0         0 0

土地再評価差額金取崩額             △555 △555   △555

圧縮積立金の取崩額         △2   2 ―   ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） ― ― 0 0 △5 ― 1,178 1,173 △7 1,166

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 6,808 4,244 3,000 7,244 48 4,300 8,499 12,848 △61 26,839

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 1,352 △6,948 △5,596 20,077

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △222

役員賞与（注）       △53

圧縮積立金の取崩（注）       ―

剰余金の配当       △222

当期純利益       2,226

自己株式の取得       △8

自己株式の処分       0

土地再評価差額金取崩額       △555

圧縮積立金の取崩額       ―

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） △164 555 390 390

事業年度中の変動額合計 
（百万円） △164 555 390 1,557

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 1,187 △6,393 △5,205 21,634



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日前１ヶ月の市場

価格の単純平均値に基づく

時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定している。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日前１ヶ月の市場価格

の単純平均値に基づく時価

法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定している。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

② 商品不動産 

個別法による原価法 

③ 材料貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

② 商品不動産 

同左 

③ 材料貯蔵品 

同左 

たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

② 商品不動産 

同左 

③ 材料貯蔵品 

同左 

  ④ 製品 

総平均法による原価法 

④ 製品 

同左 

④ 製品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっている。 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっている。 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっている。 

  なお、主な耐用年数は次のとお

りである。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りである。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りである。 

  建物 38～50年

その他 ５～35年

建物 38～50年

その他 ５～35年

建物 38～50年

その他 ５～35年

    （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更している。な

お、これによる損益に与える影響

は軽微である。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上している。 

これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ４百万円減少している。 

  

 



 項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用している。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、当中間会計期間

末に至る１年間の完成工事高に

対する将来の見積補償額に基づ

いて計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、当事業年度の完

成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上している。 

  工事損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備 

えるため、当中間会計期間末に

おける受注契約に係る損失見込

額を計上している。 

工事損失引当金 

同左 

工事損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備 

えるため、当事業年度末におけ 

る受注契約に係る損失見込額を 

計上している。 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

なお、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

なお、数理計算上の差異は各事

業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしている。 

  役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

退職慰労金要支給額の100％相当

額を計上している。 

役員退職引当金 

同左 

役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく事業年度

末退職慰労金要支給額の100％を

引当計上している。 

  役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

している。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。これによ

り営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は、それぞれ25百

万円減少している。 

役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

している。 

  

  

役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

に基づき計上している。 

  

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）

を適用している。これにより営

業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ51百万円

減少している。 

   ―――――――――  関係会社整理損失引当金 

関係会社の整理に伴う損失に備え

るため、関係会社の財政状態を勘

案し、当社が負担することとなる

損失見込額を計上している。 

  ――――――――― 

 



 項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処

理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用してい

る。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

長期借入金に対するヘッジ手

段として金利スワップ取引を

行っている。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ ヘッジ方針 

当社は、固定金利を市場の実

勢金利に合わせて変動化する

場合や、将来の金利上昇リス

クをヘッジするために変動金

利を固定化する目的で「金利

スワップ」を利用するのみで

あり、投機的な目的の取引を

行わない。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例

処理適用の判定をもって有効

性の判定に代えている。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６. 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準は工事完成

基準を適用しているが、長期請負

工事（工期１年超）については工

事進行基準を適用している。 

工事進行基準による完成工事高は

15,211百万円である。 

同左 

  

  

  

工事進行基準による完成工事高は

13,149百万円である。 

同左 

  

  

  

工事進行基準による完成工事高は

32,763百万円である。 

７．消費税等の会計処理 消費税等に相当する額の会計処理

は、税抜方式によっている。ただ

し、資産に係る控除対象外消費税

等は発生中間会計期間の期間費用

としている。 

同左 消費税等に相当する額の会計処理

は、税抜方式によっている。ただ

し、資産に係る控除対象外消費税

等は発生事業年度の期間費用とし

ている。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

20,716百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

21,634百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

5,284百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

5,562百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

5,416百万円である。 

※２ 下記の資産は短期借入金2,451百万

円、長期借入金793百万円の担保に供

している。 

※２ 下記の資産は短期借入金2,568百万円、

長期借入金296百万円の担保に供してい

る。 

※２ 下記の資産は短期借入金2,546百万

円、長期借入金520百万円の担保に供

している。 

  百万円

商品不動産 153

建物 595

土地 2,584

合計 3,333

  百万円

商品不動産 153

建物 559

土地 2,584

合計 3,297

  百万円

商品不動産 153

建物 577

土地 2,584

合計 3,315

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税等は,そ

れぞれ流動資産及び流動負債の「その

他」に含めて表示している。 

※３        同左 ※３      ───── 

※４ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理している。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期間末日

残高に含まれている。 

  百万円

受取手形 33

支払手形 1,860

その他流動負債 

（設備支払手形） 
22

※４ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理している。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期間末日

残高に含まれている。 

  百万円

受取手形 2

支払手形 2,226

   

※４ 事業年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

している。なお、当事業年度の末日は

金融機関の休日であったため、次の満

期手形が事業年度末残高に含まれてい

る。 

  百万円

受取手形 13

支払手形 2,980

その他流動負債 

（設備支払手形） 
9

 ５      ─────  ５      ───── ５ 手形債権流動化に伴う買戻義務限度額 

1,791百万円 

 ６      ─────  ６      ───── ６ 小原興業株式会社に対する再生支援・

協力契約の締結に伴い発生する可能性

のある負担 

平成19年３月30日に民事再生手続開

始の申立を行った小原興業株式会社の

再生支援計画に協力することを目的と

して、当社は、同社や再生支援のスポ

ンサー等との間で、再生支援・協力契

約を締結している。 

 当該契約においては、同社の提出す

る再生計画の認可決定の確定を条件と

して、当社は債権放棄を前提とする協

力融資を行うものとされており、これ

に伴い、最大で150百万円の支援損失

が発生する可能性がある。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １ 当社の売上高は、通常の営業の形態と

して、上半期に比べ下半期に完成する

工事の割合が大きいため、事業年度の

上半期の売上高と下半期の売上高との

間に著しい相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動がある。当中間

会計期間末に至る１年間の売上高は次

のとおりである。 

 １       同左  １      ───── 

  百万円

前事業年度下半期 40,513

当中間会計期間 31,803

計 72,316

  百万円

前事業年度下半期 39,231

当中間会計期間 32,590

計 71,822

 

※２ 特別利益のうち固定資産売却益461百

万円は、建物、土地及びその他を含む

賃貸用不動産１棟を売却したことによ

るものである。 

※２      ───── ※２      ───── 

     

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

  百万円

有形固定資産 101

無形固定資産 7

  百万円

有形固定資産 149

無形固定資産 5

  百万円

有形固定資産 261

無形固定資産 14



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求の売渡しによる減少である。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求の売渡しによる減少である。 

前事業年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加15千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求の売渡しによる減少である。 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注）１．２ 126 8 0 133 

合計 126 8 0 133 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注）１．２ 140 9 1 149 

合計 140 9 1 149 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 （注）１．２ 126 15 1 140 

合計 126 15 1 140 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

車輌運搬具 41 21 20 

工具器具備品 282 153 128 

ソフトウェア 146 52 94 

合計 470 227 243 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

車輌運搬具 46 26 20 

工具器具備品 274 156 118 

ソフトウェア 169 80 89 

合計 491 262 228 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車輌運搬具 51 26 25 

工具器具備品 261 150 111 

ソフトウェア 152 69 83 

合計 465 245 220 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   百万円

１年内 94

１年超 148

合計 243

   百万円

１年内 87

１年超 141

合計 228

   百万円

１年内 90

１年超 130

合計 220

 なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

   百万円

支払リース料 51

減価償却費相当額 51

   百万円

支払リース料 51

減価償却費相当額 51

   百万円

支払リース料 103

減価償却費相当額 103

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略している。  

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左  



（１株当たり情報） 

（注）１.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   ３.１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

      該当事項なし。 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額

（円） 
465.81 

１株当たり純資産額

（円） 
487.82 

１株当たり純資産額

（円） 
486.53 

１株当たり中間純利益

金額（円） 
24.64 

１株当たり中間純利益

金額（円） 
15.21 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
50.06 

 
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

 純資産の部の合計額（百万円） 20,716 21,687 21,634 

 純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
20,716 21,687 21,634 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（千株）  

44,473 44,458 44,466 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（百万円）  1,095 676 2,226 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

 （百万円） 
1,095 676 2,226 

 期中平均株式数（千株） 44,476 44,460 44,472 



(2）【その他】 

 平成19年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

 １．中間配当による配当金の総額……………………244,521,178円 

 ２．１株当たりの金額…………………………………５円50銭 

 ３．支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月７日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録株主質権者に対し、支払いを行

う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に次の書類を提出している。 

  

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第66期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日提出 

  

 （２）訂正報告書 

 事業年度（第66期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

 平成19年10月４日提出 

  

 （３）訂正報告書 

 事業年度（第65期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

 平成19年10月４日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１９日

矢作建設工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西松 真人 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内山 隆夫 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている矢作

建設工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、矢作建設工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１９日

矢作建設工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西松 真人 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内山 隆夫 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている矢作建設工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、矢作建設工業株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１９日

矢作建設工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西松 真人 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内山 隆夫 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている矢作

建設工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６６期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、矢作建設工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する

形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１９日

矢作建設工業株式会社    

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西松 真人 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内山 隆夫 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている矢作建設工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６７期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、矢作建設工業株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する

形で別途保管している。 
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